
キーパーソン

禁複製・無断転載40 日経グローカル　No.479　2024. 3.4

――日本遺産の認定制度の特徴は。
地域の歴史的な魅力や特色を通じて、わが国の

文化・伝統を発信できる独自のストーリーを対象
に日本遺産（Japan Heritage）として認定する。
従来の文化財行政は、国宝や重要文化財、史跡・
名勝、民俗文化財といった個々の遺産を「点」と
して指定し、保存してきた。それだけでは、地域
の魅力が十分に伝わりにくい。そこで日本遺産の
制度では、点在する遺産を「面」としてパッケー
ジ化し、一体的にPRしてもらうスキームを整えた。
保存から活用に比重を移し、「わたしたちの町に
は、こんなストーリーがある」と、自治体や関係
団体などによる協議会を主体に観光誘客の取り組
みを推進してもらうのが狙いだ。15年度～20年度
に全47都道府県で計104件のストーリーを認定し
た。当面の間、「100件程度」とする従来の方針
を堅持する。

――各地域に自立・自走型の組織運営を求めてい
るが、取り組みのばらつきは。

全体の底上げや日本遺産のブランド強化を図る
ため、21年度に総括評価の仕組みを導入した。「日

本遺産・評価委員会」が過去６年間の計画目標の
達成状況や取り組みの内容のほか、将来像をまと
めた地域活性化計画を基に、認定継続の可否を審
査している。これまでに15年度～17年度の計54
件の総括評価が行われ、すべてが認定継続となっ
たが、このうち９件は条件付きだ。９件ともに、
いったん認定を保留する再審査に回されたが、委
員会の指摘を受けて修正した地域活性化計画を提
出し、それを着実に実行することなどを条件に継
続を認められた。

ストーリー自体はしっかりしているが、観光で
訪れた人たちがストーリーの面白さを体験・体感
できる場所や施設が整備されていなかったり、な

いその・てつや　東京都出身。1997年神戸大経済卒、旧北海
道開発庁（現国土交通省北海道局）入庁。外務省在バンクーバ
ー・日本総領事館勤務や国交省北海道局総務課調査官などを経
て23年７月から現職。
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日本遺産、新たな評価プロセス
でブランド強化

文化庁参事官（文化拠点担当）　磯野　哲也 氏

　日本遺産は地域の文化財の魅力を磨き、観光振興を目指す取り組みだ。文化庁の旗振りで
2015年度にスタートし、認定数は全国で100を超える。国連教育科学文化機構（ユネスコ）の
世界遺産が「保護」を重視するのに対し、日本遺産は「活用」に重きを置いており、新しいまち
づくりの機運を促す狙いもある。インバウンド（訪日外国人）の地方への取り込みにも期待がか
かるなか、同庁参事官（文化拠点担当）の磯野哲也氏に展望を聞いた。

日本遺産のエリア別の数図１

（注）エリアをまたぐ広域認定の重複があり、総数は104を超える
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んとなくばらばらで一体感がなかったりする。そ
んな地域の見えにくい課題を審査のタイミングで
指摘し、国としての方向性を示しているつもりだ。

――制度がスタートして10年目を迎える24年度
の展開は。

地域間の競争を促す目的で、総括評価とともに
21年度から「候補地域」の仕組みを導入し、北海
道小樽市と千葉県の富津市・鋸

きょなん

南町、京都市の３
件を選んだ。過去３年間の取り組みを踏まえた初
の評価を24年度に行うが、条件付き認定地域のな
かで丸３年たった４件と合わせて計７件の成果を
点数化し、上位の地域を日本遺産とする相対評価
のプロセスを取り入れた。現在の104件の水準を
維持するとなると、審査員による全体の結果次第
では、条件付き認定地域の認定の取り消しもあり
うるという大きな話だ。

21年度の候補地域の選定では20件の申請があっ
たが、22年度～23年度の動きは鈍く、新たな候補
地域を出すまでには至っていない。間違いなく潜
在的なニーズはあり、多くの自治体が様子見をし
ているのではないかと考える。候補地域から日本
遺産の認定地域に上がれるとなると、後に続く動
きが出てくるはずで、より高いレベルで日本遺産
のブランド力を競い合う仕組みになるものと期待
している。

――インバウンドの地方への取り込みが進まない
現状をどう見ているか。

交通アクセスに恵まれない、地方のもっと地方
といった認定地域が多い。２次交通の問題は難し
いし、受け入れ態勢の問題も大きい。ただ、ちょ
っと無責任に聞こえるかもしれないが、どうして
も行きたければ、どんな手段を使っても行く人は
行く。国として様々な支援メニューを用意してお
り、うまく活用してほしい。

日本政府観光局（JNTO）と連携し、日本遺産
を紹介するポータルサイトの拡充を進めてきた。
新型コロナウイルス禍で海外の商談会をしばらく
開けなかったが、23年11月にイギリスで再開し

たばかり。海外の雑誌に取り上げてもらうとか、
インスタなどSNS（交流サイト）で発信するとか、
これまであまりやってこなかった横展開やPRに
力を入れていきたい。

――日本遺産の課題に知名度の低さを挙げる声は
多い。

ストーリーを認定するという複雑さなどから、
伝わりにくい面を持つのは確かだが、優れた取り
組みで地域の活性化や観光振興で成果を出してい
るところは少なくない。継続審査では他のモデル
となる取り組みを「重点支援地域」に選んでいる。
地域でコーディネーターの役割を果たす人材を育
成し、地域でもうけるコンテンツなども生まれて
いる。いずれは、多様な切り口で各地の事例集を
まとめることが必要と思っている。

関連自治体の持ち回り方式で「日本遺産フェス
ティバル」を毎秋に実施しており、23年11月の
東京都八王子市のフェスティバルは過去最多の11
万人を集めた。「２月13日」を「にほん（2）いさん
（13）の日」と定めて毎年、記念シンポジウムを
東京で開いているが、なんとなく東京中心になっ
ており、情報発信力の弱さは否めない。地方の主
要都市で新しいPRのイベントをできないかと思っ
ている。

文化財の活用と保存を２本柱に観光振興を図る
日本遺産の制度は文化庁ならではのまちづくりの
スキームだ。自治体には「課題を遠慮なく伝えて
ほしい」とお願いしたい。そのためにも地方との
対話の機会を広げていく。 （山本　啓一）

日本遺産の制度の課題（複数選択、n=56）図２

※日本遺産の認定地域を対象とした2023年秋の本誌調査の結果
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